
２　意見

(1)  本年の給与改定について

ア　本年の民間との給与較差とその要因
経済状況をみると、本年４月の状況を示した６月の月例経済報告（内閣府）では、「景気は、緩やかな回復基調が続いているが、消費税率引上げに伴う駆け込み需要の反動により、このところ弱い動きも見られる」との基調判断が示されている。
政府においては、デフレ脱却に向けて経済の好循環を起動させていくためには、まずは経済の好転を企業収益の拡大につなげ、それを賃金上昇につなげていくことが必要であるとの考えから、本年の民間における労使交渉においての賃上げ要請や、「経済の好循環実現に向けた政労使会議」による取りまとめの発表など、賃金上昇に向けた取組みを行ったところである。
このような中で、日本経済団体連合会（経団連）、日本労働組合総連合会（連合）、日本経済新聞、厚生労働省等による賃金改定関連の調査結果によると、概ね２％、5,000円を超える賃金の引上げと報じられている。大阪府内においては、大阪府総合労働事務所の賃上げ一時金調査結果によると、2.12％、6,183円引上げの報告がなされるなど、昨年を上回る状況が示されている。
一方、本府の職員給与についてみると、平成18年度から全国的に実施された「給与構造改革」により、年功的な給与上昇要因を抑止する取組みを進めてきたことに加え、平成23年度からは「大阪府版公務員制度改革」として、職務給の原則により即した本府独自の給料表を導入し、併せて給料表における職務の級の適用や昇格制度について、かつてない見直しを行ったところであるが、その結果、昇給が実質的に停止となる「最高号給」適用者が未だ数多い状況にある。
こうした中で、本年も、４月時点における職員と民間従業員との給与水準について、昨年と同様の民間データの除外措置を講じた上で、ラスパイレス方式を用いて、給与決定の主要な要素である役職段階や年齢、学歴を同じくする者同士を比較したところ、職員給与が民間給与を6,450円（1.65％）下回っていることが明らかになった。これは「民調」結果に基づく民間給与が、昨年を大幅に上回ることの影響によるところが大きいと考えられる。
なお、本府では現在、財政収支不足への対応のための独自の給与減額措置が引き続き実施されており、役職段階等に応じて0.7％から3.1％までの給料の減額が行われている。比較にあたっては、本年も例年と同様に、当該減額措置がないとした場合の本来の給与額を用いて、民間との比較を行ったところであるが、減額措置後の実支給額で比べると、職員給与が民間給与を11,563円（3.00％）下回っている。　　　　　　　　　　　　　　　（資71頁：第32表）
イ　給与較差の解消方策
民間との給与較差を解消する手法として、基本給である給料の改定による解消や手当による解消等の方法があるが、民間との較差解消は、給料の改定により行うことを基本とするこれまでの考え方を前提とするとともに、国や民間と比較して支給水準を下回る手当がないことからも、本年は給料の改定により較差の解消を図ることとした。
その上で、給料の改定にあたっては、以下の点に留意した。
まず、人事院勧告では、世代間の給与配分の観点から若年層に重点を置きな　がら俸給表を引き上げることとしているが、本府においては、すでにこれまでの給与制度改革を通して、いわゆる昇給カーブのフラット化を推進し、年功的な給与上昇要因を抑制してきたところである。この結果、高齢層職員の昇給カーブは相当程度フラットな状態になっており、現状では、これ以上のフラット化を進めることは、高齢層職員のモチベーションの低下を懸念するところである。
また、賃金構造基本統計調査（以下、「賃金センサス」という。）において人事院と同じ基準のデータを用いて平均給与月額を比較したところ、すべての年齢階層において、本府が民間を下回っている。　　　　　（資80頁：第36表）
これらの状況を踏まえ、本府においては給料表のすべての級の給料月額を同率で引き上げることを基本とし、行政職給料表について、一律1.8％引き上げることとした。ただし、初任給は国や他の都道府県との均衡や本年の「民調」結果を考慮して、2,000円の引上げに止めることとした。
なお、行政職給料表以外の給料表についても、行政職給料表との均衡を基本として所要の改定を行うこととした。
ウ　期末手当及び勤勉手当

　　本委員会は、民間における賞与及び臨時給与など特別給について、前年８月から当年７月までの１年間に支給された支払状況を調査して、同期間における民間の支給割合（月数）を算出し、これを職員の期末手当及び勤勉手当（以下、「期末・勤勉手当」という。）の年間平均支給月数と比較した上で、0.05月単位で改定を勧告している。
本年の「民調」において、民間における特別給の合計額が月例給の4.12月分にあたることが明らかになったことから、民間の特別給との均衡を図るため、現在、年間平均支給月数が3.95月分となっている職員の期末・勤勉手当を0.15月分引き上げ、年間4.10月（※）とする必要があると判断した。
（資67頁：第19表）
引上げにあたっては、民間において一定額（率）分と考課査定分とが概ね同等程度の割合であることを踏まえ、勤勉手当のウェイトをより高めることが適当であると考えられることから、本年度については、12月期の勤勉手当を引き上げ、平成27年度以降においては、６月期及び12月期の勤勉手当が均等になるよう配分することとした。　　　　　　　　 　 　　（資68頁：第20表）
また、再任用職員の勤勉手当並びに任期付研究員及び特定任期付職員の期末手当についても、同様に支給月数を引き上げることとした。

エ　初任給調整手当

人事院勧告では医師に対する初任給調整手当について、医療職俸給表（一）の改定状況を勘案し、所要の改定を行い、本年４月に遡及して実施するとしている。本府においても、これまで国の改定に準拠してきた経過を踏まえ、人事院勧告と同様、医師の初任給調整手当を改定することが適当であると考えた。
オ　通勤手当
人事院は本年の「民調」結果における民間の支給状況を踏まえ、交通用具使用者に係る通勤手当について、引上げを行う旨の勧告を行ったところである。
本府においても、交通用具使用者に係る通勤手当の支給額は、使用距離区分の各段階において民間を下回っていることから、これまで国の改定に準拠してきた経過を踏まえ、人事院勧告と同様、本年４月に遡及して手当額を引き上げることが適当であると考えた。　　　　　　　　　　  　　（資69頁：第25表）
なお、本府においては、交通用具使用者について、「通勤不便者」、「身体障がい者」の区分を別に設けている。「通勤不便者」は、「自転車等の使用距離が片道10km以上である者」のうち、「自転車等を使用しないで交通機関を利用して通勤するものとした場合において、住居若しくは勤務公署からその利用することとなる交通機関のもよりの駅（停留所等を含む。）までの距離が２km以上であるもの」等の条件に該当する者に対して適用しているが、国においては平成元年に当該区分を廃止しており、他府県の大多数が「通勤不便者」の区分を設けていないことから、本府においても廃止する必要があると考えた。なお、廃止時期については、手当額を引き下げる内容であることや、本府の実情を考慮し、遡及することなく平成27年３月末とした。
また、平成４年に身体障がい者の通勤に対する配慮のため、本府独自に設けた「身体障がい者」の区分については、「改正障害者雇用促進法」及び「障害者差別解消法」（平成28年４月１日施行）において「合理的配慮の提供義務」が定められたことをも踏まえ、当該区分は存続することが適当であると考えた。ただし、手当額の設定方法については、制度創設時から相当期間経過していることから、再検証のうえ検討する必要があると考える。
(2) 「給与制度の総合的見直し」への対応について
国家公務員給与については、地域における公務員給与水準の是正、年功的な給与上昇の抑制等を行うため、平成18年度から平成22年度にかけて、俸給制度、諸手当制度全般にわたる改革として、「給与構造改革」が行われたところである。しかしながら、特に民間賃金の低い地域を中心に、公務員給与が高いのではないか等の指摘が依然として見られることなどを踏まえ、人事院勧告は、平成27年４月から、「地域間の給与配分の見直し」、「世代間の給与配分の見直し」、「職務や勤務実績に応じた給与配分」の観点から俸給表や諸手当のあり方を含めた「給与制度の総合的見直し」を行うこととしている。
このうち、「地域間の給与配分の見直し」としては、全国共通に適用される俸給表の水準を平均２％引き下げることとする一方、民間賃金の高い地域に支給する地域手当については、支給割合、支給地域等の所要の見直しを行うこととしている。
ところで、地方公務員の給与決定においては、職務給の原則及び均衡の原則に依拠すべきとされている。このうち均衡の原則について、「地方公務員の給与のあり方に関する研究会報告書」（平成18年３月総務省）は、給与制度（給料表の構造や手当の種類・内容等）は、公務としての近似性・類似性を重視して均衡の原則が適用されるべきであり、国家公務員を基本とすべきであること、給与水準は、地域の民間給与をより重視しつつ、仮に民間給与が高い地域であったとしても、公務としての近似性及び財政負担の面から、それぞれの地域における国家公務員の給与水準を目安と考えるべきであるなどと指摘している。また、総務省が本年５月に設置した「地方公務員の給与制度の総合的見直しに関する検討会」の中間報告では、今回の「給与制度の総合的見直し」においても、引き続き均衡の原則に基づいて、地方において具体の検討がなされるべきである、との考え方が示されている。
人事院勧告の「給与制度の総合的見直し」は、民間賃金の低い地域における官民の給与差を踏まえ、俸給表の水準を引き下げることとするものであるところ、本委員会としては、「民調」結果に基づき府内民間給与との均衡を図ることを基本として本府職員の給与水準を把握し、勧告してきたことから、給与水準を平均２％引き下げることを内容とする「給与制度の総合的見直し」の取扱いについて、熟慮を重ねてきた。しかしながら、人事院勧告の「給与制度の総合的見直し」は、俸給表の水準を引き下げる一方、地域手当の引上げなど所要の見直しを行うという、給与制度に関わる見直しとなっていることから、本委員会としては、公務としての近似性・類似性の観点から、均衡の原則に基づき、人事院勧告の考え方を踏まえざるを得ないものと考えた。これらの状況を勘案し、本府の実情を踏まえつつ、「給与制度の総合的見直し」に係る所要の改定を行うことを勧告したところである。
ア　給料表
　人事院勧告では、「世代間の給与配分の見直し」として、地方の管理職等を中心とする50歳台後半層について、国家公務員給与が民間給与を上回っている状況にあることを踏まえ、50歳台後半層の職員が多く在職する高位号俸の俸給月額について、最大で４％程度引き下げることとする一方、人材確保への影響等を考慮し、初任給に係る号俸等については引下げを行わないこととしている。
先に述べたように、本府においては、これまでの給与制度改革を通して、いわゆる昇給カーブのフラット化を推進し、年功的な給与上昇要因を抑制してきたところである。その結果、高齢層職員の昇給カーブについては、現状においても国以上にフラットな状態となっており、なおかつ人事院が勧告した「給与制度の総合的見直し」後の昇給カーブと対比しても、よりフラットな状態となっている。
また、前述のとおり、賃金センサスにおいて人事院と同じ基準のデータを用いて平均給与月額を比較したところ、すべての年齢階層において、本府が民間を下回っている。　　　　　　　　　　　　　　　　　　（資80頁：第36表）
以上のことを踏まえ、本府においては、行政職給料表について、一律に給料表の引下げを行うことを基本とし、初任給層は、人事院勧告と同様に、人材確保への影響等を考慮して引下げを行わないこととした上で、それ以外の層については一律に引き下げ、平均で２％引き下げることとした。
行政職給料表以外の給料表については、行政職給料表の改定に準じることとし、医療職給料表（一）については、人事院勧告と同様、医師の処遇を確保する観点から引下げは行わないこととした。
また、人事院勧告では、今回の俸給表の水準の引下げに際しては、職員の生活への影響を考慮して、激変を緩和するための３年間の経過措置を講ずるとしており、本府においても、人事院勧告と同様に３年間の経過措置を設けることが適当であると考えた。
なお、人事院勧告では在職実態を考慮し、行政職俸給表（一）の５級・６級において号俸増設を行うこととしているところであるが、本府においては、国とは在職実態や55歳超の昇給制度が異なることのほか、職務給の原則を徹底するというこれまでの給与制度改革の方向性を踏まえ、号給増設は行わないこととした。
　
イ　地域手当
　　人事院勧告では、地域手当について、級地区分等の見直しと新データによる支給地域の指定見直しを行うこととしている。
　　本府における地域手当の支給割合については、人事院勧告を踏まえ、制度完成となる平成30年３月末までの間において、他府県の動向等を踏まえるとともに、給料表の引下げに伴う経過措置の適用状況を勘案したうえ、改めて勧告することとした。
ウ　単身赴任手当
　　人事院は本年の「民調」結果における民間の支給状況を踏まえ、単身赴任手当の基礎額及び加算額について、引上げを行う旨の勧告を行った。
本府においても、本年の「民調」結果において、単身赴任手当の平均支給額は41,912円となっており、国における「民調」結果と同様、民間を下回っている状況であり、基礎額について、所要の改定を行うことが適当であると考えた。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（資69頁：第26表）
また、本府の加算額について、民間における賃金以外の措置としての帰宅費用の支給状況が年間12回以上となっている状況を踏まえ、人事院勧告と同様に所要の改定を行うことが適当であると考えた。　　　　（資69頁：第27表）
なお、実施時期については、平成27年４月１日からとし、ただし、同日から平成30年３月31日までの間における同手当の基礎額及び加算額は、人事院勧告と同様に段階的に引き上げることが適当であると考えた。
エ　管理職員特別勤務手当

　　人事院勧告では、管理監督職員が災害への対処その他臨時又は緊急の必要により、やむを得ず平日の午前０時以降の深夜に勤務した場合には、新たに管理職員特別勤務手当を支給することとしている。
本府においても、大規模災害、重大な事件・事故への対処や危機管理への対応などのため、やむを得ず平日深夜に及ぶ長時間の勤務を行っている状況もみられることから、人事院勧告と同様に平成27年４月１日から改定することが適当であると考えた。
(3)  給与制度等について

平成18年度からの「給与構造改革」では、年功的な給与上昇要因を抑制する一方、職員の職務・職責を的確に反映した給与構造へと転換するための制度改正等の取組みが全国的に行われたところである。

このように、努力して成果を出した職員が報われ、励みにもなる仕組みが構築されている中で、さらに本府では、平成23年度からの「大阪府版公務員制度改革」として、一職階一級制などを特徴とする独自給料表を導入したところであり、あるべき給料表の原型を示すことができたものと言える。
本委員会としては、今後、本府の人事政策と給与との密接な連携を図りつつ、職員給与に対する府民の理解が深まることを狙いとして、これまでの改革の方向性に則し、組織や人事など様々な観点からの検討を行う所存であり、その成果を踏まえ、毎年の勧告において実践的な対応を重ねるなど、より一層の取組みを進める考えである。
ア　本府独自の給与減額措置
　職員の給与は、本来、法律上の給与決定原則（情勢適応の原則、均衡の原則等）に従うべきものであり、こうした原則を踏まえることにより、職員の適正な勤務条件の確保が図られるうえ、有能な人材の確保など、能率的な行政運営を維持する上での基盤になるとされている。そうした中で、本府においては緊急避難的な措置として、給与減額措置が長期にわたり実施されてきた。
昨年、本委員会は、これまでの給与減額措置が職員のモチベーションの維持やその生活に多大の影響を与えてきていることから、条例期限（昨年度末）をもって終了すべきである旨の意見を申し述べたところである。
これに対し、本年４月から、減額率は縮小されたものの、引き続き、財政収支不足への対応として、給与減額措置が実施されている。本委員会は、改めて遺憾の意を表明しつつも、従来の減額率が大幅に緩和されるなど、現下の財政状況にあって任命権者が諸般の情勢を総合的に考慮、検討された結果がうかがえるものであり、加えて１年限りの時限設定がなされていることから、やむを得ないとの意見を示したところである。
給与に関する人事委員会勧告は、労働基本権制約の代償措置として、専門的、中立的な立場から、情勢適応の原則に基づき職員の適正な勤務条件の確保を目的とする制度であり、その制度の趣旨に鑑み、勧告内容は十分に尊重されるべきものである。
本委員会としては、もはや１年の時限を超えて、給与減額措置を継続する理由は見出しえないと考えるところであり、現行条例の期限である本年度末をもって給与減額措置が終結されるべきであることを、強く求めるものである。

イ　賃金構造基本統計調査（賃金センサス）の研究
賃金センサスが、一般的な給与決定要素と考えられる役職段階や年齢等に応じた給与水準等の民間給与の傾向を把握するに有用であると考えられることから、本年の給料表の改定にあたっても、賃金センサスを活用し、年齢階層ごとの給与水準や役職段階の構成比率等について民間給与の分析を行った。

役職段階の把握が可能な企業規模100人以上の平成25年以前の３ヵ年データの平均値を用いて、年齢階層ごとの役職比率を比較したところ、民間では40～44歳は19.1％、45～49歳は29.5％、50～54歳は35.0％、55～59歳は33.1％となっており、各年齢階層で部長・課長等の管理職が一定の割合で在職している。一方、本府では40～44歳は0.1％、45～49歳は2.9％、50～54歳は12.1％、55～59歳は20.3％と年齢を重ねるごとに管理職の比率が高まっている状況にあり、民間と本府では昇任スピードや役職制度の違いも見られるところである。　　　　　　　　　　　　　　　　　 　　（資79頁：第35表）
また、人事院と同じ基準のデータを用いて平均給与月額を比較したところ、すべての年齢階層において、本府が民間を下回っている。このことは、年功的な給与上昇要因を抑制するとした、これまでの給与制度改革の効果であると考えられる。　　　　　　　　　 　　　　　　　　　　　　（資80頁：第36表）
賃金センサスにおけるこれらの状況をも勘案して、公民較差に基づく給料表改定及び「給与制度の総合的見直し」に係る給料表改定の勧告を行ったところである。
なお、本府では、職員基本条例において、人事委員会は直近の賃金センサス等を参考として活用するものとされていることを踏まえ、引き続き、研究・検討を重ねていくこととする。
ウ　給与制度の諸課題
（ア）　昇給制度の改革（55歳超の昇給抑制）

国家公務員について、50歳台後半層における給与水準の上昇をより抑制するための昇給制度の見直しが本年１月より実施されており、他の都道府県においても国の見直しの趣旨を踏まえ、順次、制度の見直しが実施されているところである。他方、本府では引き続き検討を行うとし、その実施が見送られている。
本委員会は、これまでの勧告において、55歳を超える職員の昇給抑制について、下位評価の昇給号給数を一定抑制しながら、「標準」以上の昇給幅を一律にしているなどの本府独自の制度を踏まえ、国に準じた措置が必要であるとの考えを示してきた。例えば、下位評価の昇給は行わず、「標準」以上の昇給号給数を半減させるなどの見直しが考えられるところであり、これらを含め、実施に向けた検討を求めるものである。
（イ）　課長級給料の定額化
これまで、本委員会は、職務給の原則を一層徹底する観点から、課長級についても、給料の定額化に向けた積極的な検討が行われるよう申し述べてきた。一方、任命権者においては、課長級は年齢幅が比較的広く、職務・職責に多様性があり、部長級・次長級と同様にすることが難しいとの見解が示されている。
本府の課長級は府政のマネジメントを担う重要な職責を有する地位であり、部長級・次長級と同様、その職務に対する給料として定額化を図ることは、職務給の原則の徹底のみならず、管理職としての職責の重要性を意識づけることとなることからも、有用であると考える。
任命権者においては、組織の実情に即応した課長級給料の定額化について、踏み込んだ検討を進められることを期待するものである。
（ウ） 教員特殊業務手当
教員給与については、教員の業務の特殊性に鑑み、特有の手当が措置されているところ、その処遇が業務の実態に見合ったものになっていないとする意見もみられるところである。
文部科学省は、第２期教育振興基本計画（平成25年６月14日閣議決定）において、メリハリある教員給与体系の確立に向けて検討を進めており、その中で、本年10月から、週休日等に行われる部活動指導業務等の困難性や特殊性等を考慮し、教員特殊業務手当を引き上げることとしている。
任命権者においては、本府におけるこれまでの教員特殊業務手当の状況や他の都道府県の動向も踏まえながら、教員特殊業務手当の引上げを検討されるべきであると考える。
(4)　活力ある人事制度の構築について

ア　人事評価制度
人事評価は、職員の資質・能力及び執務意欲の向上に資するものでなければならない。
本府の一般行政部門に属する職員の人事評価については、職員基本条例の定めにより、昨年度から相対評価により行われることとなった。そして、本年度、この相対評価制度についての検証を行うため、職員アンケートが実施された。
今回の職員アンケートの結果によると、相対評価による人事評価制度が、条例に定める目的である職員の資質、能力及び執務意欲の向上につながるとは「思わない」と回答した職員が 77.6％となっており、とりわけ、同じ回答をした評価者は80.9％と、さらにそれを上回るものとなっている。

また、60.4％の評価者が、部下への開示において、相対評価について「十分な説明ができなかった」と回答しており、そのうち、説明が不十分であった理由として、評価者自身が「伝達を受けた相対評価に納得していなかった」とするものが37.7％、「被評価者が相対評価に納得していなかった」とするものが34.5％という結果が示されている。

評価結果が自己の能力の絶対評価結果を示すものではなく、自己の相対的位置を把握することにより、今後の意欲向上に向けた動機づけのための評価であることを十分に理解されていることが、相対評価制度の導入にあたっての必須の前提である。
しかるに、アンケート結果からみる限り、目的達成に関して多くの職員の納得感が得られているとは思われず、また職員に対して相対評価結果を伝え、制度の趣旨を説明する立場にある評価者の多くが十分な説明ができていないとのことであり、相対評価による人事評価制度が、目的に適った運用ができているとは言い難い現状にあると言わざるを得ない。
本委員会としては、相対評価制度の課題として、評価者と被評価者双方に制度についての認識と理解を徹底させること、及び被評価者の理解が得られる評価手法が追求されるべきであること、を指摘するものであり、これら課題に対する任命権者の具体的かつ効果的な取組みを求めるものである。
イ　管理職（部長等、府立学校長）の公募　　
行政の高度化、多様化に対応し、府民の期待に応えるため、業務の進め方、考え方を変えていくとの観点から、本府では、かねてから外部人材を積極的に登用してきたところ、平成24年度からは、部長等及び府立学校長ポストを原則公募とし、庁内、庁外を問わず広く人材を募集し、任用することとなった。この結果、昨年度における公募選考の実施状況は、健康医療部長については、最終合格者は外部人材であり、住宅まちづくり部長については、最終合格者は内部職員であった。また、府立学校長については、最終合格者は、外部人材８名、内部職員16名の合計24名であった。
当該公募制度により、内部職員は、庁内における従来の昇任システムに関わらず、外部人材と等しく応募することができ、これまでにないキャリアアップの機会が与えられている一方、外部人材においては、一定の成果が見られるものの、制度運用上の課題も指摘されているところである。
本年度、任命権者においては、「公募制度のあり方検討チーム」を作り、特に外部人材について、公募制度のあり方についての検証及び今後の取組みに対する検討を行い、報告書をまとめた。この報告書では、公募制度の成果として、民間企業の経営手法等をベースにした新たな仕事の仕組みの導入など、府政の推進と組織の活性化等につながった事例があると評価する一方、課題として、限られた時間内における選考方法の限界、任用した人材がポストに適格性を欠く場合の対応についての制度上の制約等を指摘している。
公募制度の運用を行うにあたっては、こうした検証結果を踏まえ、公募する職が真に公募の趣旨に適った職であるか、厳格かつ的確な選考による任用が実施されているか、任用後のポストとの適格性と勤務態様等について把握・検証が行われているか、さらに公募を受け入れる組織側において指摘されるべき問題はないかを課題として認識し、制度の趣旨に適った実効性のある運用がなされることが求められる。
なお、府政の実務の大半を担うのは内部職員であることから、公募制度を進めるにあたり、もう一方の視点として、これらの職員のモチベーションの維持向上や組織活性化等の面も考慮することが肝要であり、こうした内部職員の人材養成を充実させるための検証と改善に努める必要があることを指摘しておく。
ウ　採用試験制度改革
本府では、平成22年12月に採用戦略を策定し、求める人材像を「多様な価値観を尊重し、改革マインドを持ってチャレンジする自律型の人財」と定め、平成23年度から人物重視を志向するとともに、民間企業志望の大学生や転職希望の社会人にもチャレンジしやすい試験とすべく、面接重視による採用試験を実施してきた。
この結果、旧制度に比べ大幅に申込者数が増加し、受験者層が拡大するなど一定の効果が見られるところである。
しかしながら、行政のありようが大きく変貌しつつある時代にあって、本府職員として、府政を取り巻く諸課題に的確に対応するための資質と能力が求められるところであり、面接を重視した現行の試験方法が、かかる人材の採用試験として相応したものであるか、検証が必要な時期にあると思われる。
本委員会としては、求める人材観について任命権者とも認識を共有しつつ、次代を担う本府職員の採用において、よりふさわしい試験制度の構築に努めていくこととする。
エ　女性登用
女性登用については、政府が、本年６月、2020年に指導的地位に占める女性の割合30％を達成するとした「「日本再興戦略」改訂2014」を閣議決定した。また、民間企業における女性管理職割合は、厚生労働省の「雇用均等基本調査」によると6.6％となっている。
本府の知事部局における女性職員数（平成26年４月1日現在）は2,387名（男女計8,122名）で、昨年度と比べ48名増加して29.4％（0.7ポイント増）、また、そのうち、課長級以上の管理職の女性職員数は37名（男女計635名）で、昨年度と比べ３名増加して5.8％（0.5ポイント増）と、いずれも増加の傾向を見せているものの、微増に止まっている。
官民ともに、女性登用が提唱されているのは、少子化・人口減少社会への対応として、労働力人口を維持し、競争力を高めていくことのほか、それぞれの政策決定、事業計画の策定等において、女性としての資質・特性を活用し、より多様な行政活動あるいは事業活動の実現を期することにある。とりわけ、関西圏においては、人口減少数、高齢化率とも、首都圏や中部圏と比較して高くなっており、組織の活力を高めるためにも女性の登用は重要な課題となっている。
このような情勢を踏まえ、任命権者においては、女性の登用について、本府が府内企業や組織の先導役を担う必要があるとの認識に立って、女性職員、女性管理職の積極的な政策決定への参加に努めるとともに、女性職員がその特性を現実に発揮することができるための職場内外の環境づくりに努めることが求められる。
(5)　職員の勤務環境の向上について
勤務環境の向上は、職員が安心して職務に精励できることはもとより、公務能率を高め、ひいては住民福祉の向上につながる組織運営上の極めて重要な要素であり、活力ある人事制度の構築にあたっての前提条件である。かかる観点に立って、以下、意見を申し述べる。
ア　時間外勤務の縮減　

時間外勤務は本来、緊急かつ例外的なものに限られるものであり、法令において厳しい制限が課せられており、年間360時間の時間外勤務が、協定における上限基準とされている。長時間の時間外勤務が続くことにより、職員の健康やワーク・ライフ・バランスへの影響はもとより、公務能率の低下や人材の確保などにも影響が懸念され、特に、職員が心身の不調により休業状態に陥ることは、職員個々の問題のみならず、限られた人材資源を活用できない状況を招くことで府民サービスの低下も危惧されるところである。
本府では、ゆとり週間や定時退庁日の設定のほか、節電対策と併せた消灯時間の設定など、時間外勤務の縮減に向け、これまで様々な取組みを実施してきたところであるが、年間360時間の上限規制を超えている職員数は、平成23年度以降、増加傾向にあり、昨年度においては595人と前年度の424人を大きく上回る結果となるなど、改善がみられない状況にある。

時間外勤務に対する課題の検討にあたっては、先に述べたとおり時間外勤務が「本来、緊急かつ例外的なものに限られるもの」であるとの認識に立ち、なぜ時間外勤務が生じるのか、その実情を徹底して検証することから始まる。すなわち、個々の業務における時間外勤務が業務内容あるいは業務量によるものか、勤務時間内に処理することが可能ではなかったか、業務手順に改善の余地はなかったか、業務の配分に問題はなかったか、等々を具体的に検証することにより、当該時間外勤務の原因と課題を把握することが可能となり、その上で、これら課題について具体的かつ実効的な対策を検討しうるものと思われる。

任命権者においては、時間外勤務について、上記のような検証を行い、そこで現れた課題に対する実務的な対応措置を検討するなどにより、時間外勤務の縮減に向けた実効性のある取組みを行うことを強く求めるものである。

なお、本府では職員基本条例に基づく職員数管理目標に基づき、前年度の定数に一定率を乗じた削減を基本として職員数の削減に取り組んでいるところである。このような考え方による職員数削減が時間外勤務の状況にどのような影響を与えているのかについても検証される必要があると考える。

また、任命権者においては、カードリーダーによる退勤管理システムの導入により、退勤時刻が客観的に把握できる環境が整備され、これにより時間外勤務の実情把握が容易となったところであり、上記の検証を含め、時間外勤務の縮減に向けたより積極的な取組みを期待するところである。

イ　健康管理
職員の健康状態を把握し、適切な健康管理を行うことは、職員の公務能率を維持、向上するための前提であり、管理・監督者は、日常的に職員の心身両面の健康状態に留意し、職員が安全な環境で健康に就業できるよう対策を講じることが求められている。
このような中、厚生労働省は、本年６月、医師、保健師等による労働者の心理的な負担の程度を把握するための検査（「ストレスチェック」）を行うことを事業者に義務付けるための関係法令の改正を行ったところである。
本府における疾病による休業等の調査によれば、精神疾患を理由とする休業者の全休業者に占める割合が、依然として高い状況にあるとされている。また、メンタル不調に至るケースは、業務の軽重とは必ずしも比例しておらず、様々な要因があるとされているとともに、メンタルヘルスの問題に対する自らの果たすべき役割についての管理・監督者の認識が十分でないケースも見受けられる。
任命権者においては、昨年、本委員会が言及したように、各職場においてメンタルヘルスにかかる知見の修得に努め、その知見を活用し、職場全体への啓発をさらに進めることを期待するものである。
ウ　ハラスメントの防止　　

職場のパワーハラスメントについては、厚生労働省は、都道府県の労働局に寄せられる相談件数の増加に対応し、その予防、解決に向け、企業の取組みの好事例などを紹介した冊子を作成し、事業者や従業員に対する周知を行うなどの取組みを行っているところである。

また、本府においては、職員に対する意識啓発として、セクハラ・パワハラを絶対に行ってはならないという知事からの強いメッセージが出され、ハラスメントの予防、解決に向け、研修の拡充など、種々の取組みがなされているところである。

本委員会としても、ハラスメントに関する相談について、職員総合相談センターにおいて、相談者の悩みに真摯に、かつ、きめ細かく対応するとともに、任命権者の研修等に相談担当職員を積極的に派遣し、これまで蓄積された様々な相談事例を活用した啓発を進めている。加えて、職員総合相談センターのホームページにおいて、これまでにあった相談事例について、個人情報保護に配慮しつつわかりやすく紹介するなど、ハラスメント防止に向けた職員の意識醸成に努めているところである。

ハラスメントはそれぞれの当事者個人に与える影響のみならず、組織に対する府民の信頼を損ない、甚大な影響を及ぼすものであり、任命権者においては、ハラスメント対策の取組みにあたって、「意識啓発」、「相談体制」、「研修」の３本柱をさらに効果的に連携させ、進めていくことが重要であると考える。

エ　ワーク・ライフ・バランス

職員がそれぞれのライフステージに応じて、育児、介護や家庭、地域、自己啓発等にかかる個人の時間を持ち、仕事と生活の両立ができるよう支援することは、心身の健康保持、多様な価値観を持つ様々な人材の活用、さらには公務能率の向上の観点から重要である。
本府では、育児や介護を行う職員に対し、これまでも育児短時間勤務制度の導入、短期の介護休暇の新設等、各種制度の整備拡充が図られ、制度活用のための周知や意識啓発に向けた様々な取組みがなされている。しかしながら、本府の昨年度の男性の育児参加休暇取得率は37％であり、特定事業主行動計画の目標数値の70％を大きく下回っている状況にある。また、知事部局における年次有給休暇の使用状況をみると、昨年度は11日４時間となっており、前年度の13日５時間を下回る結果が示されている。
先般公表された内閣府の「ワーク・ライフ・バランスに関する個人・企業調査」の結果では、「残業・有休取得と上司による人事評価」について、労働時間が長い人ほど、上司は長時間残業の人に対して「頑張っている人」「責任感が強い」などのイメージを持っていると回答するなど、上司の意識や職場の雰囲気が労働時間の長さや有給休暇の取得のしやすさに影響することが示されている。
こうしたことから、任命権者においては、ワーク・ライフ・バランスの取組みの推進にあたって、職員アンケートなどの手法により、職員一人ひとりのニーズや職場の実情を的確に把握することが肝要であり、その結果を踏まえて具体的な施策に反映する等、仕事と生活の両立支援に積極的に取り組まれることを期待するものである。また、上述の内閣府の調査結果にもあるように、こうした取組みを進めるにあたっては、管理・監督者が、積極的に制度を利用できる職場環境づくりと職場全体で両立を支援する良好な雰囲気づくりに努めることが重要であり、任命権者においてはこの点に特に留意することが必要である。
また、人事院では有為な職員の継続的な勤務を促進するため、配偶者の外国での勤務に伴って配偶者に同行する者に対し、配偶者同行休業制度が導入されている。本府においても、両立支援のみならず、人材確保の観点から、関係者間において積極的な議論を期待するものである。
(6)　公務員制度をめぐる諸課題について
ア　高齢期職員の雇用問題
少子高齢化が進展する中、高齢者の雇用は、女性登用と並び、官民を問わず取り組むべき重要な課題となっている。
したがって、高齢期職員の雇用については、単に、雇用と年金の接続の問題に対する対応としてだけではなく、「高齢期職員活用による労働力人口確保」「高齢職員が持つ貴重な経験と知恵の社会還元」「高齢者自身の生き甲斐創造」という幅広い視点をもって取り組むべき政策課題と捉えるべきものと考える。
そのためには、高齢期職員自身が、早い段階からキャリアプランを持ち自己研鑽を進めるとともに、健康保持・増進の自助努力に励むことができるよう、任命権者においては、セカンドキャリア支援研修等の取組みを充実させることはもとより、高齢期職員の能力と経験が公務内外を問わず、地域社会で発揮できるような環境づくりや支援を積極的に行っていくことが必要である。
次に、本府における再任用について、一般行政部門においては、今年度から、従来の短時間勤務だけでなく、原則、採用選考申込時の本人の希望を踏まえ、フルタイムでの任用も導入された。こうした取組みは年金支給がない期間が生じる状況に対する適切な対応と評価できる。しかしながら、永年、公務に携わってきた高齢期職員の多様な経験と能力は、府にとって貴重な財産であり、それを組織としてより活かすという観点からさらなる検討が必要である。
そのため、公務外の再就職に向けた人材バンクの適切かつ効果的な運用と併せ、公務内においても、能力に応じた管理職への登用も含め、再任用職員の職域拡大に向け、さらに踏み込んだ取組みが必要と考える。
イ　再任用職員の給与
本年の「民調」において、公的年金が全く支給されないこととなる60歳の再雇用者の４月分の給与額を調査したところ、本府の再任用職員と民間企業の再雇用者の大部分を占める係員級（再雇用後）の月例給与をみると、本府は24.1万円、民間は23.0万円であり、国と比較して府内データ数は限られるものの、本府が民間を上回っている状況もみられたところである。 
            （資66頁：第17表その3）
本年の人事院勧告において、「再任用職員の給与水準に関しては、各府省における今後の再任用制度の運用状況を踏まえ、諸手当の取扱いを含め、再任用職員の給与の在り方について必要な検討を行っていくこととする」としているところであるが、本委員会においても、再任用職員の給与水準や給与制度等について、引き続き、国の動向を注視するとともに、民間における対応状況、本府における実情等も十分考慮して、必要な検討を行っていくこととする。

なお、人事院勧告では転居を伴う異動をする職員の増加と民間の支給状況を踏まえ、再任用職員に単身赴任手当を支給することとしている。本委員会は、本府の再任用職員の勤務形態や職務内容等に国との差異もみられることから、直ちに再任用職員に対し単身赴任手当を支給すべきとの考えにはないが、今後、必要に応じて検討していくこととする。

ウ　教職員を取り巻く諸情勢
教職員の処遇、勤務環境のあり方について、種々の課題が提示されている。
教育委員会の「教職員の業務負担軽減に関する報告書」（平成25年３月）は、学校現場における時間外業務の実態から、教育委員会として教職員の業務負担軽減が重要な課題であると指摘しているところであり、これらの課題を抜本的に解決する実効性ある対応が切に求められるところである。

また、教育委員会は、これまで将来的な児童・生徒数の減少による定数減や教職員の年齢構成バランス等を考慮し、定数の一部を定数内講師として臨時的任用職員により措置してきた。しかしながら、教育委員会が平成25年３月に策定した教職員数管理目標において、臨時的任用職員は、その任期が最大１年であるなど教育活動の継続性に課題があり、定数内講師数が増加し続けることは好ましくないことから、当面５年間は定数内講師数が増加から減少に転じるよう、今後の教員採用の方針を示したところである。教育委員会は、学校現場において、現実に、教員の配置が遅れるなどの事態が生じることがないよう、現場の実情を踏まえた課題解決に努めることが求められる。

本委員会としては、これら教職員を取り巻く諸情勢について、今後ともその動向を注視し、必要に応じて意見を述べていくこととする。
※ 期末・勤勉手当増減の仕組み


期末・勤勉手当は、0.05月単位で増減させることとしている。例えば、4.12月の場合、「二捨三入」という考え方で計算して、4.10月分となる。
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